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論文
フランス民営化と公共サービス概念
玉村博巳
はじめに
公企業をめぐる動きは， 1960年代まではとくに発展途上国を中心に国有化
（外国企業の）が主たる側面であったが， 70年代後半から80年代にはイギリス
をはじめ各国の民営化が主流を占めるようになり， 90年代も引き続きこの民
営化が世界的な規模で展開される可能性が大きい。フランスでは， 1981年に
ミッテランが大統領に選出され議会でも社会党が多数を占め， 72年の社共共
同政府綱領に明記された大規模な国有化政策を実施するという，世界的な流
れに逆行する政策を採用した。しかし， 86年に議会で多数を占め首相に任命
されたシラク保守党政府は，逆に大規模な民営化を遂行し始めた。しかし，
88年の大統領選挙でミッテランが再選され，議会でも社会党が多数を占めこ
の民営化政策は中断する。さらに，この社会党政府が現在では，部分的民営
化を実施するという，目まぐるしい変化を見せている。
本稿では，フランスにおける民営化の範囲と対象をめぐる論議，とくに公
共サービス<ServicePublic>概念との関係をとりあげる。フランスの民営
化の範囲・対象は，競争的分野の公企業であり，公共サービス分野のそれは
一部の例外を除き対象とはされなかった。シラク内閣の民営化政策に大き
な影響を与えたとされる J.M.レベックが民営化を主張する場合にも，「公
益」的（自然独占の）事業（交通，通信，エネルギー）を，他の産業，事業
から区別し，民営化の対象にすべきではないとしていたのである％
1) J-M. Leveque, D位ationalisations;mode d'emploi, 1985, p. 63. 
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＊フランス語のスルビス・プブリク<ServicePublic>を，ここでは公共サー ビスと
訳しているが，これ以外に公的サービス，公役務，公共事業なども考えられる。こ
の訳が適切かどうかは，本文を読んで判断して頂ければ幸いである。
以下，公共サービスと「公益」的（自然独占の）事業との関連に注目しつ
っ，民営化に際しこの公共サービスの概念がどのように議論されたのかを中
心に検討することにしたい。この課題は， EC統合が公益事業のボーダレス
化を促進すると想定され，すでに電カ・ガス事業を中心に進められつつある
わが国の公益事業研究にも，少なからず関連があることも付け加えておき
たい2)。
I 民営化・国有化と公共サービス
フランスでは第2次大戦後＝「解放期」に，大規模な国有化が実施された。
それを可能にしたのは，あるいは追認したのは1946年憲法の前文であった。
つまり憲法前文では，「その営業が国民の公共サービスあるいは事実上の独
占としての性格をもっているか，もつようになったすべての企業は，集団的
所有にならなければならない」と明記されている。
この憲法前文が，その後新たな国有化を推進しようとする場合にも，逆に
民営化を実施しようとする場合にも，その「根拠」とされるのである。っ
まり，国有化を推進する側は， 1946年憲法前文をその根拠とし，公共サービ
スおよび事実上の独占をできる限り広い意味で理解する。対して反対側は，
できるだけ狭いものとして理解しようとする。民営化の場合には，推進する
側は公共サービスおよび事実上の独占を狭く理解し，それら以外の分野に属
する公企業の民営化は可能であるとする。反対側は，既存の公企業は，公共
サービスないし事実上の独占であるから国有化されたのであり，民営化は憲
法違反であると主張するのである。
1986年の民営化において，この公共サービスがどのように論議されたかを
2)拙稿「西欧の民営化と EC統合」『立命館経営学』 30巻3号， 1991年，参照。
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具体的に検討することにしたい。 M.デュリュプティは，その著書の「第2
章，民営化の法的枠組み」の中で，次のように述べている。
シラク首相の民営化政策は， 1986年7月2日法によって公企業を民間セク
クーに移転させる権限が与えられた。つまりこの法が，民営化の法的基礎
（根拠）となっているのである。そこでは，公共サービスと事実上独占の性
格をもつもの，これらの公企業は公的セククーに残り，逆に，競争分野の公
企業は民間セクターに移行するのが適切であるということが前提とされてい
た。しかし，この競争分野の企業は民間で，という考え方がそもそもフラン
スでは議論のあるところであって，従来から競争分野に公企業が存在するこ
とが容認されてきたのである3)。 また， 1986年 6 月 25• 26日の憲法評議会の
決定(No.86-207)では，「国民の公共サービスの必要性は憲法の原則あるい
は規定である」としており，公共サービスについては，少なくとも憲法が規
定する公共サービスは，厳格に民営化の対象から除外しなければならない，
ということになる。 しかし問題は， 「憲法上の公共サービス」以外に，国民
の公共サービスが存在し， しかもその内容は一定ではなく変化するものと考
えられているところにある，としている％
つまり，憲法評議会は， 7日2日法「第4条で対象とされ，付記リストに
掲げられた企業の確定に関して」次のように述べていたのである。
第1回の会議での代議士達からの， 「第4条の措置及び当該法に付記され
た企業リストの記載は， 1946年憲法の前文の第 9段落の規定（前出—引用
者注）を，無視したものであるとする主張，法に付記されたリストに登場す
る一定数の企業の，公的部門から私的部門への移転は憲法に違反するとい
う主張，を検討した。
一定の公共サービスの必要性は憲法の原則あるいは規定に由来するとして
も，国民の公共サービスと見なさねばならないその他の事業の確定（決定）
は，それぞれのケースにより，立法者あるいは規定機関の評価に委ねられ
3) M. Durupty, Les privatisations en France, D. F., 1988, p. 36. 
4) Op. cit., pp. 47-48. 
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る。そうだとすると，ある事業が憲法が要求したものではなく，立法者によ
って公共サービスとして登録されたという事実は，その事業がその責を負う
企業だからといって，私的部門への移転の対象となることを妨げる障害とは
ならない」と判断した。
「法の第4条に掲げられたリストを構成するいかなる企業も，その存在，
その機能が憲法によって要求されている公共サービスを営むものとは，見な
し得ない，とくに……立法者が銀行全体の国有化（信用の公共サービス）に
よって創り出したこと，それがいかなる憲法的要求からもなされた訳ではな
いことを思い起こすとき，その中の一定の信用活動および銀行が，新しい立
法者によって私的部門に移行することの障害となるものではない」5)。
以上のように，憲法評議会の決定は， 46年憲法が規定する公共サービスと
それ以外の公共サービスとに分け，仮にそれが国有化政策の結果公企業とな
っていたとしても，憲法が規定する公共サービスでない場合には，必ずしも
「集団的所有」（ここでは公企業と同義）である必然性はないとしているの
である。もちろん，公企業であることが「違憲」であると主張している訳で
もない6)。
今度は逆に，時期的には遡るが1982年の国有化の際に，公共サービスでな
い企業を国有化対象とするのは違憲であるとする次のような主張がなされて
きた。それは上院の憲法評議会への上訴に見られるものであって，国有化の
範囲を規定した法案が憲法に違反するとして， その第 1の理由， 「国有化法
第1条は，親会社だけか，持株会社だけか，あるいはグループ全体を含むの
か？ 法案では， 次の諸会社<societessuivantes>と表現されており，こ
れでグループを含むという説明はおかしい」とした。とくに，第2の理由，
「5つの産業グループはどれも，国民の公共サービスあるいは事実上の独占
の性格をもたない。それは，これらのグループが現に国際レベルの競争に直
面している。とりわけ，共同体諸国のそれとの」。第 3の理由，「5つの会社
5) Journal Officiel de la Republiq郎 Franr;aise,3 juillet 1986. 
6) M. Durupty, ibid., p. 47. 
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の事業部門は多様であって，その傘下の 1企業， 1事業（活動）が国民の公
共サービスであっても，だからといってグループ全体が公共サービスの性格
をもつことにはならない」。第4の理由，「第13条について (2月8日法では
11条），国有化対象銀行は， 事実上の独占でもないし， 国民の公共サービス
の性格ももっていない。銀行には多くの地方銀行が含まれており，国民の公
共サービスを構成しない。 1945年に国有化された銀行も公共サービスではな
いと考える」7)0
第2,第3の理由とされている国際競争下にある産業（企業）グループの
場合も，子会社ないし事業部門が公共サービスである場合も，それぞれきわ
めて興味深い問題である。前者については，現在のように国際化が進み，国
際的な企業間競争が強まっている状況では，「事実上の独占」（経済的独占お
よび自然独占）は存在しないということになるのか。 また， 後者について
は，わが国でも電話事業（公益事業）と通信サービスの両方を営む NTTの
規制のあり方として議論されたものであり，公益事業の多角化が進む現在，
より一層重要な課題となっている。しかし，ここでは問題の指摘にとどめた
し‘゜
I[ 公共サービスと公企業・公益事業
次に，フランスではこれまで公共サービスについてどのように説明されて
きたか，それがどのように変化しつつあるのかを見ておくことにしたい。
1. 一般的説明—辞書における公共サ:...ビス
① Grand Dictionnaire Encyclopedipue, Libiaire Larouse, Tome. 13, 
1985. 
公共サービスには， (1)行政的<ServicesPublics administratifs(S. P. 
A)>—国家及び公法人の伝統的機能，教育，道路，秩序の維持，社
7) L. Favoreu, Nationalisation et Co匹 titution,Economica, 1982, pp. 261-264. 
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会的サービス等と， (2)産業・商業的<ServicesPublics industriels et 
commerciaux (S. P. I. C.)>—対価（価格）を条件に利用者に提供さ
れる財・サービスの生産活動， があり， S.P.A. は主として行政法で，
S. P. I. C. は私法で規制 (regie)される。公共サービスには，中立性，
可変性（適応性）， サービスの継続性（公共サービスにおけるスト権の特
別の規制を含む）が求められる8)0 
② Grande Larousse, Tome. 5, 1987. 
公共サービス（一般利益の活動<activited'interet general>) は，
一般法の例外規定に従う公的・私的機関によって確保される。この種の活
動を保証する機関9)0 
⑧ Dictionnaire Encyclopedique Quillet, 1970. 
公共サービスの概念は条文<textes>で明確に規定されたものではな
ぃ。一般利益が，仮にその営業が赤字とならざるを得ないとしてもその活
動の，創設・維持を要求する時，それは，公共サービスの性格をもつも
のと考えられる。公共サービスは，国家ないし地方自治体によって管理
<regie>されそして保証される。それは，私企業にも委任され<con-
ceder>得る， その場合には行政の援助と統制が正当化される 10)。
④ Le Grand Robert de la Langue Francaise, Tome珊， 1985.
公共サービスは「行政組織， 一般利益の使命， 公法体制」（によって特
徴づけられるが）さらに「直接あるいは間接に行政によって管理され，
般法の例外規定に従う一般利益の企業」がある 11)。
⑥ Encyclopedia Universalis, Corpus 16, 1985. 
「国家が政治制度であるとともに行政制度であること，後者が社会生活
8) Grand Dictionnaire Encyc/o蝕dique,Libiaire Larouse, Tome, 13, 1985, p. 
9522. 
9) Grand Laro匹se,Tome 5, 1987, p. 2808. 
10) Dictionnaire Encylopediq仰 Quil/et,1970, pp. 6272-6273. 
11) Le Grand Robert de la Langue Fran,aise, Tome圃， 1985,p. 736. 
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と結びついた日常の必需性<necessite>に応えるものである。公共サー
ビスも当然後者の枠内にある」。 また， 公共サービスの制度が，国家概念
と結びつき歴史的に形成されてきたこと，とくに20世紀から公共サービス
の数が顕著に増大したこと，さらにその目的・対象が多様化する傾向にあ
ることを指摘し， 1.一般利益の行政企業， 2.特殊かつ複雑な法体制，に
分けて詳しく説明している12)0 
以上限られた書物ではあるが，ここからも公共サービスが公益事業と共通
点があることが窺える。ここではとりあえず，公共サービスが行政の一部と
して理解され， しかもそれが行政としてだけでなく，公企業やその他の組織
によっても分担されていること，公共サービスはいわゆる行政と公益事業的
なものを合わせたものとして説明していること，を確認しておこう。これら
の点に注意して，次に，法学関係の数冊の専門書を検討することにしよう。
2. 公共サービスと公企業
まず⑥ A. ローバデール他の『公経済法』を取り上げよう。ここでは，公
共サービスを「公共団体によって担われ，その団体の普通の，通常の機能に
対応する行政サービスである」とする。そして「サービスの性格，サービス
の目的，サービスの組織と機能」に特徴があって，その性格には行政的なも
の（公共事業用特別基金<Fondspecial de grand travaux>) と産業的
・商業的なもの（フランス電力<EDF>やフランスガス<GDF>)がある
とする13)。
(V) 産業的・商業的公的部門，の目次は以下の通り。
第 1部 産業的・商業的公的部門の公共サービス
第 1章 産業的・商業的公的部門の公共サービスの基準
第 1節基準の確定
1. サービスの質 2. サービスの目的 3. サービスの組織的
12) Encyclopedia Universalis, Corpus 16, 1985, pp. 756-759. 
13) A. de Laubadere et P. Delvolve, Droit public economique, 1986, pp. 719-720. 
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・機能的様式
第2節基準の結合
第2章 産業的・商業的公共サービスの改良
第 1節公的法人<personnepublic>による公共サービスの直接
管理
1. レジ<Regie>による公共サービスの直接管理
2. 公的施設<EtablissementPublic>による管理
第2節 公共団体による公共サービスの他法人への慣例的移転
第 3節 産業的・商業的公共サービスの体制
1. 私法規定の適用 2. 公法規定の適用
ここでは，公共サービスを明確に行政サービスと産業的・商業的サービス
に分け， しかも後者がいわゆる公企業（レジと公的施設）によって担われて
いるとしている。
次に，⑦ J-M. オウビィ他の『公共サービスと国有企業 1』では，公共サ
ービスを公的法人による活動と私的法人<personneprivee>による活動に
分け， それぞれの公共サービスに共通する規制<regle>として，公共サー
ビスの継続性の原則，平等（公平性）の原則，公共サービスの創設，組織，
廃止をあげている 14)0
また，⑧ B. ジャンノウの「公共サービスと国有企業法」では，公共サー
ビスが非法人，公的施設，公的商業会社（会社形態の公企業），私的組織（相
互会社，協同組合等）によって，それぞれ担われていることが指摘されてい
る15)0
以上3冊の著書では，公共サービスの一定部分（行政を除く）が公企業に
よって，具体的には公的施設と公的商業会社によって担われている，として
いるのである。とくに⑧は，私的機関（相互会社， 協同組合等）によって
14) J-M. Auby et R. Ducos-Ader, Grands services publics et entr~ 炒isesnationales 
I, P. U. F., 1975, 第1部第3章。
15) B. Jeanneau, Droit des services加blicset des entreprises nationales, 1984. 
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も担われていることを指摘している点に特徴がある。
次に，公共サービスと公企業との関連を，具体的にどの公企業が公共サー
ビスを担っていると考えられているかを，検討することにしたい。
まず，⑥では，公共サービスを担うか否かと公法適用公企業か私法適用公
企業かという 2つ基準で， 4種類に分類している。第 1に，公共サービスを
担い公法が適用される (personnalitepublique)公企業としてフランス電
ヵ，フランスガス，パリ交通公団<RATP>,フランス国有鉄道<SNCF>
が，第2に，私法適用 (personnaliteprivee)公企業であって公共サービ
スを担うものとして，エール・フランス <AirFrance>と国有の諸会社
<Societe nationale~ >が，第 3として， 公共サービスを担わない公法適
用公企業として，フランス石炭<Charbonnages>・炭坑<Bouilleres>, 
ERAP, EMCが，第4に，公共サービスを担わない私法適用公企業として
産業会社，銀行，保険，がそれぞれ列挙されている16)。
この点に関連して，フランスにおいても公企業には多様な形態があり，そ
のうち公私混合会社，国有会社は会社形態であり私法の適用を受け，それに
産業・商業公的施設の子会社も私法が適用される。つまり，公企業には公法
適用法人と私法適用法人が並存していることを付け加えておきたい（表参
照）。
⑦では，具体的公企業が列挙されていないが，⑧ では， 公共サービスを
担う代表的な公企業として，フランス石炭，フランス電力，フランスガス，
国有鉄道，パリ交通公団，エール・フランス， 国内航空<Air-Inter>,郵
便・電信<PTT>が列挙されている。
また今回の民営化に際し，一定の影響力を持ったと思われる書物の中で，
例えば，⑨ B. ジャッキラ『脱国有化』の巻末第8表では，公共サービスを
担う企業として， EDF, GDF, CDF, SNCF, RATP, エール・フラン
ス，国内航空， CGCT,CDFー化学， CEA—産業， CGM, DGT, SEITA 
が，競争部門の公企業としてプル<Bull>, 電気会社<CGE>, EMC 
16) A. de Laubadere et P. Delvolve, i血， p.725. 
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表 フランス公企業の形態区分
国有企業
／＼ 
非法人I) 法人
／＼ 
全額政府所有部分的政府所有
／＼ 
産業・商業国有会社5) 公私混合会社6)
公的施設
/ I "-
局2) レジ3) その他4)
子会社子会社子会社
（注）各組織の代表的公企業としては， 1)郵政事業 (PTT),国有印刷局，造幣局，
2)国有林野 (ONF), 3)パリ交通公団 (RATP), 4)農業信用，鉱山化学会
社 (SNEP), 5)銀行，保険会社，放送，ルノー自動車， 6)国有鉄道，エール
・フランス，フランス石油がある。但し，以上は70年代当時の状況である。
（出所） W. keyser and R. Windle, Public enterprise in the EEC, part IV, 1978, p. 
13より。
<Entr.min. & Chim.>, ペシネ・ユジーヌ・キュルマン<PUK>, 1レノ
-<Renault>, ローヌ・プーラン<Rhone-Poulenc>, サシロール<Sa-
cilor>, サン・ゴバン<Saint-Gobain>, SNECMA, SNIAS, トムソ
ン<Thomson-brandt>, ユジノール<Usinor>が，あげられている 17)0 
ここでは，公共サービスと競争部門とで区分されているところに特徴があ
る。
⑩ ダナエの『国は企業を売却する』では，非競争部門として SNCF,
EDF, GDF, 石炭をあげ，競争部門として，ルノー， トムソン， CGE,
CGCT, ローヌ・プーラン， ペシネ， サン・ゴバン， CDFー化学， 鉄鋼会
社，プル， EMCをあげている18)0 
重要なのは，⑥ では石炭， 炭坑， ERAP, EMC等のいわゆるエネルギ
17) B. Jaquillat, Desetatiser, 1985. 
18) Danae, Etat vend entreprises .•. , 1985. 
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ー産業（事業）を，公共サービスではないとしている点である。これに対し
て⑨ では，それを公共サービスとしている。⑩ では，公企業を競争と非競
争に分けているが，これが公共サービスか否かの区別に重なるのかどうかが
問題である。⑨ と⑩ を合わせると， CGCT と CDF—化学， EMC は公共
サービスであって競争分野でもあると理解しなければならなくなる。
以上の文献からでも，公共サービスと公企業との関連が，いくつかの異な
る基準によって説明されていることが分かる。
3. 公共サービスと公益事業
公共サービスと公益事業との関係についていえば，公共サービスとは，ぃ
わゆる公益事業に行政を加えたものであって，公益事業には，産業的・商業
的性格の公共サービスが相当すると考えて，大きな間違いはないであろう。
ただフランスには， (1)エネルギー産業を公共サービスに入れない考え方が
あること， また， (2)フランスでは競争分野の公共サービス （公共サービス
であって競争を強いられる）を容認する見解があること，である。
各国における民営化の動向と，アメリカや日本での公益事業規制の見直し
の議論からすると，⑧ の， (3)公共サービスが私的組織によっても担われる
という考え方も興味深い。西欧諸国では公企業が広い範囲に存在し，いわゆ
る公益事業はほぼ公企業によって担われ，公益事業の領域以外にも公企業が
多く存在する。とくにフランスの場合は，その典型的な国であるだけに一層
興味深い。
＊堀田和宏氏は，フランスの公企業をどのように規定するかという視点から，公企業
と公役務<ServicePublic>との関係を次のように説明されている。
「公企業と公役務とは重複する部分が多いため， しかも公企業が公役務を現実に
包摂しているために，フランスでは，公企業の分類に公役務の伝統的な管理形態で
ある特許 (concession),直営事業 (regie),公施設 (etablissementpublic)の形態
が部分的に用いられる」19)。「この公役務特許はいわゆる『公益事業』(publicutility) 
19)堀田和宏「フランス公企業における経営管理の諸条件」近畿大学， 1988年， 82ペ
ジー。
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に近い概念である。……一般に理解される公益事業に入る諸事業は，フランスにお
いて広範な適用範囲をもっている公役務に属する事業である」。「フランスにおい
て『公益事業」に相当する制度は，……『公役務特許』であり，『公役務の特許私企
業』 (SocietePrivee de Service Public)の制度なのである」20)。
堀田氏の以上の指摘は，いわゆる「公益事業」が私企業によって担われるという
前提で説明されていることに注意する必要がある。
皿 民営化企業と公共サービス
1982年に大規模な国有化が実施され， 1986年には逆に産業・保険会社，銀
行・金融会社合わせて65社が民営化対象企業とされ， 1988年に中断されるま
での間に29企業=12グループが実際に民営化された。厳密に言えば，民営化
法の65社とは別に TF1と農業信用<CreditAgricole>が民営化対象に追
加され，実施されたのである（農業信用は協同組合化）。
それでは，この間の国有化政策と民営化政策によって公共サービスはどの
ような影響を受けたのであろうか。 J.シェバリエは次のように述べていた。
「1981年に左翼の権力到来は，明らかに重大な公的部門拡大運動を引き起
こした。しかし，この運動は……公共サービスの輪郭の重大な変更を含むも
のではない。その限界は実際には不変なままである。•…••それゆえ，拡大さ
れた経済的公的部門とほとんど不変の公共サービスとの間に純粋のコントラ
ストが存在する。
右翼への政治バランスの揺り戻し (1986年 3月16日）は，この方向を大き
くは変えなかった。……民営化政策は，競争的公的分野に属する銀行・保険
会社・公企業を狙うにすぎなかった。その活動は公共サービスの管理と両立
するものではない。主として（民営化）は， 1982年に実施された国有化措置
に関係しているのである，より古い一定の公企業にも手をつけている（アバ
ス<Havas>, エルフ・アキテーヌ <Elf-Aquitaine>,保険会社）が。逆
に，公共サービスはこの民営化運動によっては全く影響をうけていない―
20)同前， 83-84ペー ジ。
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いくらかの例外がある (1986年 9月30日法は視聴覚の公共サービスの一部の
民営化を決定した）。」21)
J. シェバリエによれば，国有化政策によっても民営化政策によっても公共
サービスの分野（領域）は，基本的には影響を受けていない。視聴覚<Au-
diovisuel>の部門の一部が民営化されたのは例外としているのである。 し
かし，この例外が極めて重要である。 86年 9月30日法は，通信に関する新し
い3つの法律 (86年 8月 1日法＝出版に関する法改正， 9月30日法， 88年11
月27日法＝前 2法の補足）のうちの一つで， 86年 6月11日「視聴覚通信と電
気通信の現状改革のための法案」として閣議に提出され，以下の 3つの目的
をもつとされていた。 1) 民主的目標：政治権力からの独立—―-CNCL の創
設， 2)文化的目標：視聴覚の開発， TF1の民営化， 3)経済的目標：テレ
コムの近代化，競争条件の確立，公共サービスの維持•発展22)0 
採択された「通信の自由に関する86年 9月30日法」は，第 1部，通信の自
由国民委員会 (CNCL),第 2部，テレコムの利用方法， 第 3部， 視聴覚通
信の公的部門，第 4部，国有放送会社 TF1 <Television Frani;aise 1> 
の譲渡，第 5部，映画政策の発展，第 6部，罰則，第 7部，雑則，第8部，
臨時的及び最終的措置，から成る23)0 
＊テレコム<Telecommunication>と視聴覚との関連であるが，上記法第2条で次
のように述べられている。「テレコムとは，サイン， シグナル，書類，イメージ，
音あるいはあらゆる性格のメッセージの（電線，光ファイバー，ラジオ電波あるい
は電磁システムによる）伝達，放送あるいは受信を意味する。視聴覚通信とは，テ
レコムの一方法によって，私的通信の性格をもたない……すべてのメッセージの，
公衆あるいは公的カテゴリーヘの配送を意味する。」とされている。実際には， 両
者を必ずしも明確に区別せずに使用される場合が多いようである。
第 4部（国有放送会社 TF1の譲渡）では，「民営化」の条件つまり資本
金の50彩を市場外で割り当て， 残り50彩のうち40彩を公開売却 <OPV>,
21) J. Chevallier, Le service public, Que sais-je? 1987, p. 113-115. 
22) Regards sur l'Actualite, No. 127, p. 4. 
23) Loi no. 86-1067, Journal Ojficiel de la Republique Fran,;aise, 1 octobre 1986. 
82(318) 第 37 巻 第 3•4 号合併号
10%を従業員に配分すること，株価を民営化委員会が確定すること等を規定
しているが，譲渡（民営化）の目的については次のように説明されている。
「88年法が TF1の民営化を展望したのは，私的部門を強化するためで
ある。放送網及び視聴者数において第 1位である国有の TF1を民営化す
ると一挙に，公的・私的セクターは均衡する—広範な視聴者をもっ TF 1 
とアンテンヌ 2<Antenne 2>, 視聴者の少ないラ・サンク<IaCinq>と
FR 3。」24)
J. シェバリエもこの民営化について，今回の通信自由化は1986年3月の
国民議会選挙に向けて， 保守 2党 (RPRと UDF)の共同綱領 <plate-
forme>の「視聴覚の真の自由化」（第 6項）に基づいたものであること，
選挙に勝利し内閣を組織したシラク首相は一方で「公的・私的部門間に現実
的な競争条件を導入すること」，他方で政府機関<HauteAutorite>を通信
国民委員会 (CNC)に代えること，を明確にしたこと，公私の均衡を確保
するために国有テレビ (A2か FR3) を民営化すること，視聴率•財政
状況等から TF1が選ばれたこと等を指摘していた25)0 
また， TF1を「特殊な民営化」 として，「この民営化は1986年 8月 6日
法の一般的な枠組みの中で行われたのではな<.' より大きな流れ <conte-
xte>一一それは通信の自由に関する 1986年 9月30日の法 No.86-1087に
よって定められた一一の中で実施された。この法は，この公的施設 (TF1) 
の資本は当時完全に公的であったのだが，その50形までを私的部門に競売と
いう形態で「上品に言えば文化的に」売却させた—外国人あるいは外国の
支配下にあるものを除く取得者グループ（直接あるいは間接に，予定された
資本の 5分の 1以上を手にいれることはできない）， 10形は従業員に， 残り
40形は公開売却とされた」26) とも説明されていた。
24) Regards sur l'Actualite, No. 127, p. 14. 
25) J. Chevallier, "Le nouveau statut de la liberte de communication," 
L'Actualite ]uridique Droit Administratif, 20 fevrier 1987, p. 59-62. 
26) A. Bizaquet, Le secteur加blicet /es privatisations, Que sais-je ? 1988, pp. 
96-97. 
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次に，同じく通信関連企業とされているアバス通信<AgenceHavas> 
は，フランス第 1 位の広告グループである。事業分野別売上高• 利益 (1987
年）を見ると，広告相談 (82.09億フラン [33.6飴],22.5百万フラン [10.7 
%]), 宣伝・無料雑誌 (69.52億フラン [28.4形],72.7百万フラン [34.7 
％］），編集 (30.73億フラン [12.6形],32.9百万フラン [15.7形］），観光
(29.43億フラン [12%],4.1百万フラン[2 %]), 視聴覚 (19.08億フラン
[7.8飴],48.8百フラン [23.3形］）， ポスター (13.57億フラン [5.6形］，
28.6百万フラン [13.6%]) であり， アバス社が通信の大会社であるととも
に，とりわけ視聴覚部門の売上• 利益が7.8彩と23.3形に達していることに
注目しなければならない27¥
TF 1とアバスの民営化の問題点は，通信（テレコム，視聴覚）が公共サ
ービスであることを認めた上で，その自由化（民営化や競争導入）が実施さ
れたことにある。一般にフランスでは公共サービスが公企業によって独占的
に担われている場合が多いが，公企業と民間企業が共存してきた分野もあ
る。後者の代表例が視聴覚部門であり，そこで公企業優位が崩れつつあると
いうのが正確な表現であろう 28)0 
さらに CGCTの民営化は，同社が通信機器とくに電話機器のメーカーで
あることから， 通信関連企業の民営化・自由化として注目されたのである
が，同社の通信事業は，同じく民営化されたマトラ<Matra>が引き継いで
おり， これも注目に値する。 ここでは TF1の民営化が， 当初から民営化
対象企業とされていたのではなく，通信の自由化の一環として公私の均衡，
つまり競争導入を目的とし，結果的に民営化政策に組み込まれたこと，民営
化政策中断後も通信の自由化は進行中であること，を指摘しておきたい。
27) M. Durupty, ibid◆, pp. 103ー104.
28) TFlと民営化の際にこれの獲得に失敗したアシェット <Hachette>社について
は，ティエンリ・ガンディヨ他著（横山訳）「欧州は再び挑戦する」創知社， 1990 
年， を参照。
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むすびにかえて
―公共サービスは変化するのか―
視聴覚部門の自由化は，この分野で民間企業が中心的役割を果たすことに
通じる。その際，従来自由化を推進する立場の側からも公共サービスと見な
されてきたこの分野の性格が変更（修正）されていないとは考えにくい。ま
た視聴覚に限らず，公共サービスそのものの見直しが進められようとしてい
る。
1990年10月の A.J.D.A.誌に公共サービスの「現代化<actuali給＞」の
特集が組まれたが，郵便とルノーをその例に挙げた次の論文が注目される。
1つは， J.シェバリエによって執筆された「郵便とテレコムの変化<mu-
tation>」である。伝統的組織（独占の保障， レジによる営業，公共サービ
スの制度），新しい条件<donnees>(近代化の挑戦，変化する市場），適用
過程（経験的戦略， 公共サービスの再定義）， 規定にかなう変化（自治の定
款， 企業の定款）， 新しい適用規定の再定義（閉鎖市場と公共サービスの論
理，開かれた市場と競争の論理），の諸点が検討されている29)。
2つは， L.ラップが執筆した「ルノーの定款変更」である。ルノーの国
有化以降の各種の定款変更がなされた経過と， Jレノー・ボルボ協定の内容を
詳細に述べた後，次のように言う。今回の協定は，ローマ条約の85条と86条
に明記された自由の促進と競争規定が公企業に適用されたものであり，欧
州統合が進めばそれだけフランスの公共サービスがその当初の形態から，商
業会社ないしそれに近い形態に変化せざるを得ないであろう，と述べてい
る30¥
29) J. Chevallier, "La mutation des postes et telecommunications," L'Actualite 
Juridiq仰 DroitAdministratif, 20 octobre 1990, pp. 667-687. 
30) L. Rapp, ibid., pp. 689.-700. 
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また現在， ミッテラン再選後の社会党政府のもとで，「部分的」民営化が
検討され実施されつつある。とりわけ，エルフとトタルの 2つの国有石油会
社のそれは，政府のエネルギー分野への介入の見直しを迫るものであり，こ
れまで検討してきた問題と無関係ではない31)0 
その意味で，今後の動向に注目する必要がある。
31)公共サービスの新しい論点については， R.Fraisse, Le service public demain, 
Economica, 1989 を， また「部分的」民営化については，拙稿「ミッテラン政権
と民営化政策」『立命館経営学』 31巻1号， 1992年，同「EC統合とフランス民営
化政策の変遷」『経済」 92年9月号を，参照されたい。
